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【届出の対象とした募集（売出）内国投

資信託受益証券の金額】
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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

　本日、半期報告書を提出いたしましたので、平成29年12月20日付で提出した有価証券届出書（以下、

「原届出書」といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また記載事項のうち、訂正すべ

き事項がありますので、本訂正届出書を提出するものです。

 

Ⅱ【訂正の内容】
原届出書において、以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に訂正し、ま

た、更新します。

　　　　　 部分は、訂正部分を示します。
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第二部【ファンド情報】
 

第１【ファンドの状況】
１【ファンドの性格】

（1）【ファンドの目的及び基本的性格】

＜訂正前＞

（前略）

④　ファンドの特色
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（後略）
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＜訂正後＞

（前略）

④　ファンドの特色
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（後略）
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（3）【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

（前略）

②委託会社の概況

1）資本金の額　（平成29年10月末日現在）

資本金　　　　150百万円

（中略）

3）大株主の状況（平成29年10月末日現在）

名称 住所 所有株式数 所有比率

楽天株式会社 東京都世田谷区玉川一丁目14番1号 13,000　株 100　％

 

＜訂正後＞

（前略）

②委託会社の概況

1）資本金の額　（平成30年4月末日現在）

資本金　　　　150百万円

（中略）

3）大株主の状況（平成30年4月末日現在）

名称 住所 所有株式数 所有比率

楽天株式会社 東京都世田谷区玉川一丁目14番1号 13,000　株 100　％
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２【投資方針】
（2）【投資対象】

＜訂正前＞

（前略）

③投資対象とするマザーファンドの概要

下記概要は平成29年10月末日現在のものでありであり、今後、記載事項は変更になる場合があ

ります。

（中略）

 

（参考情報）マザーファンドが投資対象とする投資信託証券の概要

下記概要は、平成29年10月31日現在で委託会社が知り得る情報を基に作成しています。

 

①楽天グローバル株式マザーファンド

主要投資対象とする投資信託証券

（中略）

管理報酬等

ファンドでは、管理報酬等として運用報酬およびその他の費用がかか

ります。

管理報酬等（実績）：年0.38%（平成28年11月30日決算期）

運用報酬 年0.30%

その他の費

用

受託報酬、管理事務代行報酬、保管報酬、登録・名

義書換事務代行報酬、受益者サービス報酬がファン

ドから支払われるほか、ファンドにかかる事務の処

理等に要する諸費用（監査費用、法律顧問への報

酬、印刷費用等を含みます。）が、ファンドより実

費にて支払われます。また、その他、組入資産の売

買委託手数料等取引に要する費用、投資信託財産に

関する租税等もファンドの負担となります。

（中略）

 

②楽天・世界債券（為替ヘッジ付）マザーファンド

主要投資対象とする投資信託証券

（中略）

管理報酬等

ファンドでは、管理報酬等として運用報酬およびその他の費用がかか

ります。

管理報酬等（実績）：年0.31%（平成28年11月30日決算期）

運用報酬 年0.25%

その他の費

用

受託報酬、管理事務代行報酬、保管報酬、登録・名

義書換事務代行報酬、受益者サービス報酬がファン

ドから支払われるほか、ファンドにかかる事務の処

理等に要する諸費用（監査費用、法律顧問への報

酬、印刷費用等を含みます。）が、ファンドより実

費にて支払われます。また、その他、組入資産の売

買委託手数料等取引に要する費用、投資信託財産に

関する租税等もファンドの負担となります。

（中略）
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投資対象となる可能性のある上場投資信託証券（ETF）

ファンド名 運用会社
実質的な主要投

資対象
運用の基本方針

管理報酬等

（年）

ⅰシェアーズ

米国債7-10年

ETF（為替ヘッ

ジあり）

ブラックロッ

ク・ジャパン株

式会社

米国の債券

シティ米国債7-

10年セレクト・

インデックス

（国内投信用 円

ヘッジ円ベー

ス）に連動する

運用成果を目指

す

0.1512%

ⅰシェアーズ

世界国債 UCITS

ETF

ブラックロッ

ク・アセット・

マネジメント・

アイルランド・

リミテッド

先進国債券

シティ G7 イン

デックスに連動

する運用成果を

目指す

0.20%

（後略）

 

＜訂正後＞

（前略）

③投資対象とするマザーファンドの概要

下記概要は平成30年4月末日現在のものであり、今後、記載事項は変更になる場合がありま

す。

（中略）

 

（参考情報）マザーファンドが投資対象とする投資信託証券の概要

下記概要は、平成30年4月27日現在で委託会社が知り得る情報を基に作成しています。

 

①楽天グローバル株式マザーファンド

主要投資対象とする投資信託証券

（中略）

管理報酬等

ファンドでは、管理報酬等として運用報酬およびその他の費用がかか

ります。

管理報酬等（実績）：年0.36%（平成29年11月30日決算期）

運用報酬 年0.30%

その他の費

用

受託報酬、管理事務代行報酬、保管報酬、登録・名

義書換事務代行報酬、受益者サービス報酬がファン

ドから支払われるほか、ファンドにかかる事務の処

理等に要する諸費用（監査費用、法律顧問への報

酬、印刷費用等を含みます。）が、ファンドより実

費にて支払われます。また、その他、組入資産の売

買委託手数料等取引に要する費用、投資信託財産に

関する租税等もファンドの負担となります。

（中略）

 

②楽天・世界債券（為替ヘッジ付）マザーファンド
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主要投資対象とする投資信託証券

（中略）

管理報酬等

ファンドでは、管理報酬等として運用報酬およびその他の費用がかか

ります。

管理報酬等（実績）：年0.30%（平成29年11月30日決算期）

運用報酬 年0.25%

その他の費

用

受託報酬、管理事務代行報酬、保管報酬、登録・名

義書換事務代行報酬、受益者サービス報酬がファン

ドから支払われるほか、ファンドにかかる事務の処

理等に要する諸費用（監査費用、法律顧問への報

酬、印刷費用等を含みます。）が、ファンドより実

費にて支払われます。また、その他、組入資産の売

買委託手数料等取引に要する費用、投資信託財産に

関する租税等もファンドの負担となります。

（中略）

投資対象となる可能性のある上場投資信託証券（ETF）

ファンド名 運用会社
実質的な主要投

資対象
運用の基本方針

管理報酬等

（年）

ⅰシェアーズ

米国債7-10年

ETF（為替ヘッ

ジあり）

ブラックロッ

ク・ジャパン株

式会社

米国の債券

FTSE米国債7-10

年セレクト・イ

ンデックス（国

内投信用 円ヘッ

ジ円ベース）に

連動する運用成

果を目指す

0.1512%

ⅰシェアーズ

世界国債 UCITS

ETF

ブラックロッ

ク・アセット・

マネジメント・

アイルランド・

リミテッド

先進国債券

FTSE G7 インデッ

クスに連動する

運用成果を目指

す

0.20%

（後略）

（3）【運用体制】

＜訂正前＞

（前略）

※ 運用体制は平成29年10月末現在のものであり、今後、変更になる場合があります。

（後略）

 

＜訂正後＞

（前略）

※ 運用体制は平成30年4月末現在のものであり、今後、変更になる場合があります。

（後略）
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３【投資リスク】

＜訂正前＞

（前略）
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＜訂正後＞

（前略）
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４【手数料等及び税金】

（3）【信託報酬等】

＜訂正前＞

（前略）

当ファンドの信託報酬のほかに、当ファンドがマザーファンドを通じて投資する投資信託証券で、以下

の管理報酬等が別途かかります。従って、当ファンドにおける実質的な信託報酬率は「楽天ターゲット

イヤー2030」が年0.917％（税込）程度、「楽天ターゲットイヤー2040」が年0.927％（税込）程度、

「楽天ターゲットイヤー2050」が年0.927％（税込）程度です。

 

①楽天グローバル株式マザーファンド

ファンド名 管理報酬等（年）

ディメンショナル・ファンズ・ピーエルシー　グローバ

ル・コア・エクイティ・ファンド 年0.38％
（注）

（中略）

（注）平成28年11月30日現在。今後、投資内容等によりこの数値は変動します。

 

②楽天・世界債券（為替ヘッジ付）マザーファンド

ファンド名 管理報酬等（年）

ディメンショナル・ファンズ・ピーエルシー　グローバ

ル・ショート・フィクスト・インカム・ファンド 年0.31％
（注）
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（中略）

（注）平成28年11月30日現在。今後、投資内容等によりこの数値は変動します。

（中略）

＊税額は、平成29年10月末日現在のものであり、税法が改正された場合、その内容が変更される

ことがあります。

 

＜訂正後＞

（前略）

当ファンドの信託報酬のほかに、当ファンドがマザーファンドを通じて投資する投資信託証券で、以下

の管理報酬等が別途かかります。従って、当ファンドにおける実質的な信託報酬率は「楽天ターゲット

イヤー2030」が年0.897％（税込）程度、「楽天ターゲットイヤー2040」が年0.917％（税込）程度、

「楽天ターゲットイヤー2050」が年0.917％（税込）程度です。

 

①楽天グローバル株式マザーファンド

ファンド名 管理報酬等（年）

ディメンショナル・ファンズ・ピーエルシー　グローバ

ル・コア・エクイティ・ファンド 年0.36％
（注）

（中略）

（注）平成29年11月30日現在。今後、投資内容等によりこの数値は変動します。

 

②楽天・世界債券（為替ヘッジ付）マザーファンド

ファンド名 管理報酬等（年）

ディメンショナル・ファンズ・ピーエルシー　グローバ

ル・ショート・フィクスト・インカム・ファンド 年0.30％
（注）

（中略）

（注）平成29年11月30日現在。今後、投資内容等によりこの数値は変動します。

（中略）

＊税額は、平成30年4月末日現在のものであり、税法が改正された場合、その内容が変更されるこ

とがあります。
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５【運用状況】

 

※原届出書の「第二部 ファンド情報　第１ ファンドの状況　５ 運用状況」の情報を更新します。

 

＜更新後＞

（１）【投資状況】

「楽天ターゲットイヤー2030」 （平成30年４月27日現在）

資産の種類 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 210,980,563 99.94

内　日本 210,980,563 99.94

短期金融資産、その他（負債控除後） 137,131 0.06

純資産総額 211,117,694 100.00

（注1）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

（注2）投資資産の内書きの時価および投資比率は、当該資産の地域別の内訳です。

 

「楽天ターゲットイヤー2040」 （平成30年４月27日現在）

資産の種類 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 211,997,246 99.97

内　日本 211,997,246 99.97

短期金融資産、その他（負債控除後） 53,773 0.03

純資産総額 212,051,019 100.00

（注1）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

（注2）投資資産の内書きの時価および投資比率は、当該資産の地域別の内訳です。

 

「楽天ターゲットイヤー2050」 （平成30年４月27日現在）

資産の種類 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 86,767,019 99.89

内　日本 86,767,019 99.89

短期金融資産、その他（負債控除後） 97,883 0.11

純資産総額 86,864,902 100.00

（注1）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

（注2）投資資産の内書きの時価および投資比率は、当該資産の地域別の内訳です。
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（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

「楽天ターゲットイヤー2030」 （平成30年４月27日現在）
 
 

銘柄名

地域

種類

業種

株数、口数

または

額面金額

簿価単価（円）

簿価金額（円）

評価単価（円）

評価金額（円）

利率（％）

償還日

投資

比率

（％）

1

楽天・世界債券

（為替ヘッジ付）

マザーファンド

日本

親投資信託

受益証券

－

111,454,028
0.9854

109,824,003

0.9724

108,377,896

－

－
51.34

2

楽天グローバル株式

マザーファンド

日本

親投資信託

受益証券

－

75,883,934
1.3232

100,412,942

1.3521

102,602,667

－

－
48.60

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

投資有価証券の種類別投資比率

投資有価証券の種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 99.94

合計 99.94

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

「楽天ターゲットイヤー2040」 （平成30年４月27日現在）
 
 

銘柄名

地域

種類

業種

株数、口数

または

額面金額

簿価単価（円）

簿価金額（円）

評価単価（円）

評価金額（円）

利率（％）

償還日

投資

比率

（％）

1

楽天グローバル株式

マザーファンド

日本

親投資信託

受益証券

－

117,752,028
1.3280

156,376,302

1.3521

159,212,517

－

－
75.08

2

楽天・世界債券

（為替ヘッジ付）

マザーファンド

日本

親投資信託

受益証券

－

54,282,939
0.9841

53,419,810

0.9724

52,784,729

－

－
24.89

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

投資有価証券の種類別投資比率

投資有価証券の種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 99.97

合計 99.97

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

「楽天ターゲットイヤー2050」 （平成30年４月27日現在）
 
 

銘柄名

地域

種類

業種

株数、口数

または

額面金額

簿価単価（円）

簿価金額（円）

評価単価（円）

評価金額（円）

利率（％）

償還日

投資

比率

（％）

1

楽天グローバル株式

マザーファンド

日本

親投資信託

受益証券

－

48,194,127
1.3299

64,091,662

1.3521

65,163,279

－

－
75.02
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2

楽天・世界債券

（為替ヘッジ付）

マザーファンド

日本

親投資信託

受益証券

－

22,216,928
0.9837

21,854,771

0.9724

21,603,740

－

－
24.87

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

投資有価証券の種類別投資比率

投資有価証券の種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 99.89

合計 99.89

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。
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（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

平成30年４月27日現在および同日前1年以内における各月末営業日の純資産の推移は次の通りで

す。

 

「楽天ターゲットイヤー2030」

純資産総額 １口当たりの純資産額

（分配落）

（円）

（分配付）

（円）

（分配落）

（円）

（分配付）

（円）

設定時

(平成28年10月 3日)
1,000,000 － 1.0000 －

 4月末日 25,085,364 － 1.0955 －

 5月末日 30,874,666 － 1.1010 －

 6月末日 56,398,900 － 1.1097 －

 7月末日 83,749,695 － 1.1155 －

 8月末日 95,282,471 － 1.1117 －

第1計算期間末

(平成29年 9月20日)
106,060,932 106,060,932 1.1294 1.1294

 9月末日 108,863,551 － 1.1355 －

10月末日 125,401,119 － 1.1491 －

11月末日 141,340,916 － 1.1522 －

12月末日 163,316,139 － 1.1664 －

平成30年 1月末日 176,514,666 － 1.1646 －

 2月末日 183,014,474 － 1.1354 －

 3月末日 190,567,362 － 1.1190 －

 4月末日 211,117,694 － 1.1383 －

 

「楽天ターゲットイヤー2040」

純資産総額 １口当たりの純資産額

（分配落）

（円）

（分配付）

（円）

（分配落）

（円）

（分配付）

（円）

設定時

(平成28年10月 3日)
1,000,000 － 1.0000 －

 4月末日 17,488,316 － 1.1431 －

 5月末日 21,920,018 － 1.1495 －

 6月末日 42,086,647 － 1.1646 －

 7月末日 53,352,642 － 1.1728 －

 8月末日 70,583,802 － 1.1657 －

第1計算期間末

(平成29年 9月20日)
81,285,921 81,285,921 1.1959 1.1959

 9月末日 87,634,403 － 1.2061 －

10月末日 106,912,681 － 1.2274 －

11月末日 118,641,624 － 1.2343 －

12月末日 139,126,840 － 1.2606 －
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平成30年 1月末日 155,872,139 － 1.2626 －

 2月末日 171,974,616 － 1.2164 －

 3月末日 186,427,541 － 1.1889 －

 4月末日 212,051,019 － 1.2231 －

 

「楽天ターゲットイヤー2050」

純資産総額 １口当たりの純資産額

（分配落）

（円）

（分配付）

（円）

（分配落）

（円）

（分配付）

（円）

設定時

(平成28年10月 3日)
1,000,000 － 1.0000 －

 4月末日 10,027,810 － 1.1419 －

 5月末日 11,329,685 － 1.1483 －

 6月末日 16,131,674 － 1.1635 －

 7月末日 22,124,297 － 1.1717 －

 8月末日 29,838,494 － 1.1645 －

第1計算期間末

(平成29年 9月20日)
31,919,051 31,919,051 1.1946 1.1946

 9月末日 32,223,515 － 1.2048 －

10月末日 42,844,853 － 1.2261 －

11月末日 49,384,227 － 1.2330 －

12月末日 56,758,912 － 1.2592 －

平成30年 1月末日 64,663,854 － 1.2613 －

 2月末日 70,681,700 － 1.2151 －

 3月末日 77,625,142 － 1.1877 －

 4月末日 86,864,902 － 1.2219 －
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②【分配の推移】

「楽天ターゲットイヤー2030」

１口当たり分配金（円）

第１計算期間 0.0000

平成29年９月21日～

平成30年３月20日
－

 

「楽天ターゲットイヤー2040」

１口当たり分配金（円）

第１計算期間 0.0000

平成29年９月21日～

平成30年３月20日
－

 

「楽天ターゲットイヤー2050」

１口当たり分配金（円）

第１計算期間 0.0000

平成29年９月21日～

平成30年３月20日
－

 

③【収益率の推移】

「楽天ターゲットイヤー2030」

収益率（％）

第１計算期間 12.9

平成29年９月21日～

平成30年３月20日
△0.4

（注）収益率とは、各計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を基準とした、各計算期間末の基準価額

（分配付）の上昇（または下落）率をいいます。なお、収益率は小数第2位を四捨五入しています。

 

「楽天ターゲットイヤー2040」

収益率（％）

第１計算期間 19.6

平成29年９月21日～

平成30年３月20日
0.3

（注）収益率とは、各計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を基準とした、各計算期間末の基準価額

（分配付）の上昇（または下落）率をいいます。なお、収益率は小数第2位を四捨五入しています。

 

「楽天ターゲットイヤー2050」

収益率（％）

第１計算期間 19.5

平成29年９月21日～

平成30年３月20日
0.3

（注）収益率とは、各計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を基準とした、各計算期間末の基準価額

（分配付）の上昇（または下落）率をいいます。なお、収益率は小数第2位を四捨五入しています。
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（参考情報）運用実績
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（４）【設定及び解約の実績】

「楽天ターゲットイヤー2030」

設定数量（口） 解約数量（口） 発行済数量（口）

第1計算期間 98,078,524 4,170,996 93,907,528

平成29年９月21日～

平成30年３月20日
89,138,817 14,474,500 168,571,845

（注）当初申込期間中の設定数量は1,000,000口です。

 

「楽天ターゲットイヤー2040」

設定数量（口） 解約数量（口） 発行済数量（口）

第1計算期間 71,262,149 3,289,683 67,972,466

平成29年９月21日～

平成30年３月20日
92,961,429 6,617,153 154,316,742

（注）当初申込期間中の設定数量は1,000,000口です。

 

「楽天ターゲットイヤー2050」

設定数量（口） 解約数量（口） 発行済数量（口）

第1計算期間 31,703,735 4,984,805 26,718,930

平成29年９月21日～

平成30年３月20日
43,774,459 6,217,725 64,275,664

（注）当初申込期間中の設定数量は1,000,000口です。

 

（参考）楽天グローバル株式マザーファンド

（１）投資状況

（平成30年４月27日現在）

資産の種類 時価合計（円） 投資比率（％）

投資信託証券 512,919,745 99.55

 内　アイルランド 512,910,100 99.55

 内　アメリカ 9,645 0.00

短期金融資産、その他（負債控除後） 2,311,995 0.45

純資産総額 515,231,740 100.00

（注1）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

（注2）投資資産の内書きの時価および投資比率は、当該資産の地域別の内訳です。
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（２）投資資産

①投資有価証券の主要銘柄

（平成30年４月27日現在）

 
銘柄名

地域

種類

業種

株数、口数

または

額面金額

簿価単価（円）

簿価金額（円）

評価単価（円）

評価金額（円）

利率（％）

償還日

投資

比率

（％）

1

ディメンショナル・

ファンズ・ピーエル

シー　グローバル・コ

ア・エクイティ・ファ

ンド

アイルランド

投資信託

証券

－

377,084.32
1,296.72

488,974,896

1,360.20

512,910,100

－

－
99.55

2

iシェアーズ MSCI

ワールドETF

アメリカ

投資信託

証券

－

1.00
9,019.18

9,019

9,645.76

9,645

－

－
0.00

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

投資有価証券の種類別投資比率

投資有価証券の種類 投資比率（％）

投資信託証券 99.55

合計 99.55

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

②投資不動産物件

該当事項はありません。

 

③その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。
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（参考）楽天・世界債券（為替ヘッジ付）マザーファンド

（１）投資状況

（平成30年４月27日現在）

資産の種類 時価合計（円） 投資比率（％）

投資信託証券 925,143,984 99.37

 内　アイルランド 925,137,300 99.37

 内　日本 6,684 0.00

短期金融資産、その他（負債控除後） 5,900,866 0.63

純資産総額 931,044,850 100.00

（注1）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

（注2）投資資産の内書きの時価および投資比率は、当該資産の地域別の内訳です。

 

（２）投資資産

①投資有価証券の主要銘柄

（平成30年４月27日現在）

 
銘柄名

地域

種類

業種

株数、口数

または

額面金額

簿価単価（円）

簿価金額（円）

評価単価（円）

評価金額（円）

利率（％）

償還日

投資

比率

（％）

1

ディメンショナル・

ファンズ・ピーエル

シー　グローバル・

ショート・フィクス

ト・インカム・ファン

ド

アイルランド

投資信託

証券

－

897,181.13
1,051.90

943,747,626

1,031.16

925,137,300

－

－
99.37

2

ｉシェアーズ米国債７

－１０年ＥＴＦ（為替

ヘッジあり）

日本

投資信託

証券

－

3.00
2,412.00

7,236

2,228.00

6,684

－

－
0.00

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

投資有価証券の種類別投資比率

投資有価証券の種類 投資比率（％）

投資信託証券 99.37

合計 99.37

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

②投資不動産物件

該当事項はありません。

 

③その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。
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第３【ファンドの経理状況】
 

※原届出書の「第二部 ファンド情報　第３ ファンドの経理状況　１ 財務諸表」の末尾に以下の中間

財務諸表を追加します。

 

楽天ターゲットイヤー2030 ／ 2040 ／ 2050

 

（１）　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号）（以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条の3

及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133

号）（以下、「投資信託財産計算規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

（２）　当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、第2期中間計算期間（平成

29年9月21日から平成30年3月20日まで）の中間財務諸表については、新日本有限責任監査法人に

より中間監査を受けております。
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【楽天ターゲットイヤー2030】

 

（１）【中間貸借対照表】

区          分

第１期計算期間末

平成29年9月20日現在

　金　額（円）

第２期中間計算期間末

平成30年3月20日現在

　金　額（円）

資産の部   

流動資産   

コール・ローン 275,195 682,962

親投資信託受益証券 106,007,374 189,601,170

未収入金 － 349,000

流動資産合計 106,282,569 190,633,132

資産合計 106,282,569 190,633,132

負債の部   

流動負債   

未払解約金 － 348,350

未払受託者報酬 6,979 20,103

未払委託者報酬 139,707 401,976

その他未払費用 74,951 187,360

流動負債合計 221,637 957,789

負債合計 221,637 957,789

純資産の部   

元本等   

元本 93,907,528 168,571,845

剰余金   

中間剰余金又は中間欠損金（△） 12,153,404 21,103,498

（分配準備積立金） 2,492,118 2,237,621

元本等合計 106,060,932 189,675,343

純資産合計 106,060,932 189,675,343

負債純資産合計 106,282,569 190,633,132
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

区          分

第１期中間計算期間

自 平成28年10月3日

至 平成29年 4月2日

　金　額（円）

第２期中間計算期間

自 平成29年9月21日

至 平成30年3月20日

　金　額（円）

営業収益   

有価証券売買等損益 323,113 △1,560,204

営業収益合計 323,113 △1,560,204

営業費用   

支払利息 2 110

受託者報酬 1,171 20,103

委託者報酬 23,232 401,976

その他費用 22,544 187,360

営業費用合計 46,949 609,549

営業利益又は営業損失（△） 276,164 △2,169,753

経常利益又は経常損失（△） 276,164 △2,169,753

中間純利益又は中間純損失（△） 276,164 △2,169,753

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は

一部解約に伴う中間純損失金額の分配額（△） 46,422 247,430

期首剰余金又は期首欠損金（△） － 12,153,404

剰余金増加額又は欠損金減少額 1,387,478 13,349,423

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金

減少額 1,387,478 13,349,423

剰余金減少額又は欠損金増加額 67,785 1,982,146

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金

増加額 67,785 1,982,146

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 1,549,435 21,103,498
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 有価証券の評価基準

及び評価方法

親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価しております。時価評価にあたっては、

親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評価しております。

 

2.

 

 

 

その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項

 

1.金融商品の時価に関する補足情報

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定におい

ては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。

 

2.剰余金又は欠損金

中間貸借対照表における剰余金又は欠損金について、「中間財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則」第3条の2に基づき、当中間計算期

間末の中間剰余金又は中間欠損金の比較情報として、前計算期間末の剰余

金又は欠損金を開示しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

項　目
第1期計算期間末

平成29年9月20日現在

第2期中間計算期間末

平成30年3月20日現在

1.

 

受益権総数 93,907,528口

 

168,571,845口

 

2. 1口当たり純資産額

（1万口当たり純資産額）

1.1294円

(11,294円)

1.1252円

(11,252円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第1期中間計算期間

自 平成28年10月 3日

至 平成29年 4月 2日

第2期中間計算期間

自 平成29年9月21日

至 平成30年3月20日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

　金融商品の時価等に関する事項

項　目
第1期計算期間末

平成29年 9月 20日現在

第2期中間計算期間末

平成30年3月20日現在

1. 貸借対照表計上額と時価との

差額

貸借対照表計上額は原則として

時価で計上されているため、差

額はありません。

 

中間貸借対照表計上額は原則と

して時価で計上されているた

め、差額はありません。
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2. 時価の算定方法 (1)有価証券

重要な会計方針に係る事項

に関する注記に記載してお

ります。

(2) デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する

注記に記載しております。

(3)上記以外の金銭債権及び金

銭債務

短期間で決済されるため、

時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額

を時価としております。

(1)有価証券

重要な会計方針に係る事項

に関する注記に記載してお

ります。

(2)デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する

注記に記載しております。

(3)上記以外の金銭債権及び金

銭債務

短期間で決済されるため、

時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額

を時価としております。

 

（デリバティブ取引に関する注記）

第1期計算期間末

平成29年 9月 20日現在

第2期中間計算期間末

平成30年 3月 20日現在

該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

（その他の注記）

項　目

第1期計算期間

自 平成28年10月 3日

至 平成29年 9月20日

第2期中間計算期間

自 平成29年9月21日

至 平成30年3月20日

元本の推移   

 期首元本額

期中追加設定元本額

期中一部解約元本額

1,000,000円

97,078,524円

4,170,996円

93,907,528円

89,138,817円

14,474,500円
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【楽天ターゲットイヤー2040】

 

（１）【中間貸借対照表】

区          分

第1期計算期間末

平成29年9月20日現在

　金　額（円）

第2期中間計算期間末

平成30年3月20日現在

　金　額（円）

資産の部   

流動資産   

コール・ローン 200,563 513,656

親投資信託受益証券 81,243,820 185,190,106

未収入金 － 27,000

流動資産合計 81,444,383 185,730,762

資産合計 81,444,383 185,730,762

負債の部   

流動負債   

未払解約金 2,994 24,338

未払受託者報酬 4,998 17,560

未払委託者報酬 99,961 351,119

その他未払費用 50,509 156,344

流動負債合計 158,462 549,361

負債合計 158,462 549,361

純資産の部   

元本等   

元本 67,972,466 154,316,742

剰余金   

中間剰余金又は中間欠損金（△） 13,313,455 30,864,659

（分配準備積立金） 2,844,921 2,665,848

元本等合計 81,285,921 185,181,401

純資産合計 81,285,921 185,181,401

負債純資産合計 81,444,383 185,730,762
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

区          分

第1期中間計算期間

自 平成28年10月3日

至 平成29年 4月2日

　金　額（円）

第2期中間計算期間

自 平成29年9月21日

至 平成30年3月20日

　金　額（円）

営業収益   

有価証券売買等損益 252,641 △1,806,714

営業収益合計 252,641 △1,806,714

営業費用   

支払利息 2 102

受託者報酬 746 17,560

委託者報酬 14,705 351,119

その他費用 16,883 156,344

営業費用合計 32,336 525,125

営業利益又は営業損失（△） 220,305 △2,331,839

経常利益又は経常損失（△） 220,305 △2,331,839

中間純利益又は中間純損失（△） 220,305 △2,331,839

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は

一部解約に伴う中間純損失金額の分配額（△） 18,497 124,332

期首剰余金又は期首欠損金（△） － 13,313,455

剰余金増加額又は欠損金減少額 1,252,909 21,382,424

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金

減少額 1,252,909 21,382,424

剰余金減少額又は欠損金増加額 120,895 1,375,049

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金

増加額 120,895 1,375,049

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 1,333,822 30,864,659
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 有価証券の評価基準

及び評価方法

 

親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価しております。時価評価にあたっては、

親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評価しております。

 

2.

 

その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項

 

1.金融商品の時価に関する補足情報

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定におい

ては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。

 

2.剰余金又は欠損金

中間貸借対照表における剰余金又は欠損金について、「中間財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則」第3条の2に基づき、当中間計算期

間末の中間剰余金又は中間欠損金の比較情報として、前計算期間末の剰余

金又は欠損金を開示しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

項　目
第1期計算期間末

平成29年9月20日現在

第2期中間計算期間末

平成30年3月20日現在

1.

 

受益権総数 67,972,466口

 

154,316,742口

 

2. 1口当たり純資産額

（1万口当たり純資産額）

1.1959円

(11,959円)

1.2000円

(12,000円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第1期中間計算期間

自 平成28年10月 3日

至 平成29年 4月 2日

第2期中間計算期間

自 平成29年9月21日

至 平成30年3月20日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

項　目
第1期計算期間末

平成29年 9月20日現在

第2期中間計算期間末

平成30年3月20日現在

1. 貸借対照表計上額と時価との

差額

貸借対照表計上額は原則として

時価で計上されているため、差

額はありません。

 

中間貸借対照表計上額は原則と

して時価で計上されているた

め、差額はありません。
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2. 時価の算定方法 (1)有価証券

重要な会計方針に係る事項

に関する注記に記載してお

ります。

(2)デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する

注記に記載しております。

(3)上記以外の金銭債権及び金

銭債務

短期間で決済されるため、

時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額

を時価としております。

(1)有価証券

重要な会計方針に係る事項

に関する注記に記載してお

ります。

(2)デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する

注記に記載しております。

(3)上記以外の金銭債権及び金

銭債務

短期間で決済されるため、

時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額

を時価としております。

 

（デリバティブ取引に関する注記）

第1期計算期間末

平成29年 9月 20日現在

第2期中間計算期間末

平成30年 3月 20日現在

該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

（その他の注記）

項　目

第1期計算期間

自 平成28年10月 3日

至 平成29年 9月20日

第2期中間計算期間

自 平成29年9月21日

至 平成30年3月20日

元本の推移   

 期首元本額

期中追加設定元本額

期中一部解約元本額

1,000,000円

70,262,149円

3,289,683円

67,972,466円

92,961,429円

6,617,153円
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【楽天ターゲットイヤー2050】

 

（１）【中間貸借対照表】

区          分

第1期計算期間末

平成29年9月20日現在

　金　額（円）

第2期中間計算期間末

平成30年3月20日現在

　金　額（円）

資産の部   

流動資産   

コール・ローン 87,503 260,150

親投資信託受益証券 31,902,709 77,003,017

未収入金 － 4,000

流動資産合計 31,990,212 77,267,167

資産合計 31,990,212 77,267,167

負債の部   

流動負債   

未払解約金 6,681 3,340

未払受託者報酬 2,155 7,112

未払委託者報酬 43,073 142,105

その他未払費用 19,252 67,491

流動負債合計 71,161 220,048

負債合計 71,161 220,048

純資産の部   

元本等   

元本 26,718,930 64,275,664

剰余金   

中間剰余金又は中間欠損金（△） 5,200,121 12,771,455

（分配準備積立金） 1,150,304 980,498

元本等合計 31,919,051 77,047,119

純資産合計 31,919,051 77,047,119

負債純資産合計 31,990,212 77,267,167
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

区          分

第1期中間計算期間

自 平成28年10月3日

至 平成29年 4月2日

　金　額（円）

第2期中間計算期間

自 平成29年9月21日

至 平成30年3月20日

　金　額（円）

営業収益   

有価証券売買等損益 178,763 △804,692

営業収益合計 178,763 △804,692

営業費用   

支払利息 － 21

受託者報酬 375 7,112

委託者報酬 7,269 142,105

その他費用 11,615 67,494

営業費用合計 19,259 216,732

営業利益又は営業損失（△） 159,504 △1,021,424

経常利益又は経常損失（△） 159,504 △1,021,424

中間純利益又は中間純損失（△） 159,504 △1,021,424

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は

一部解約に伴う中間純損失金額の分配額（△） 169 103,020

期首剰余金又は期首欠損金（△） － 5,200,121

剰余金増加額又は欠損金減少額 652,012 9,988,919

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金

減少額 652,012 9,988,919

剰余金減少額又は欠損金増加額 96 1,293,141

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金

増加額 96 1,293,141

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 811,251 12,771,455
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 有価証券の評価基準

及び評価方法

 

親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価しております。時価評価にあたっては、

親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評価しております。

 

2.

 

 

 

その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項

 

1.金融商品の時価に関する補足情報

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定におい

ては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。

 

2.剰余金又は欠損金

中間貸借対照表における剰余金又は欠損金について、「中間財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則」第3条の2に基づき、当中間計算期

間末の中間剰余金又は中間欠損金の比較情報として、前計算期間末の剰余

金又は欠損金を開示しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

項目
第1期計算期間末

平成29年9月20日現在

第2期中間計算期間末

平成30年3月20日現在

1. 受益権総数 26,718,930口

 

64,275,664口

 

2. 1口当たり純資産額

（1万口当たり純資産額）

1.1946円

(11,946円)

1.1987円

(11,987円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第1期中間計算期間

自平成28年10月3日

至平成29年4月2日

第2期中間計算期間

自平成29年9月21日

至平成30年3月20日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

項目
第1期計算期間末

平成29年9月20日現在

第2期中間計算期間末

平成30年3月20日現在

1. 貸借対照表計上額と時価との

差額

貸借対照表計上額は原則として

時価で計上されているため、差

額はありません。

中間貸借対照表計上額は原則と

して時価で計上されているた

め、差額はありません。
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2. 時価の算定方法 (1)有価証券

重要な会計方針に係る事項

に関する注記に記載してお

ります。

(2)デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する

注記に記載しております。

(3)上記以外の金銭債権及び金

銭債務

短期間で決済されるため、

時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額

を時価としております。

(1)有価証券

重要な会計方針に係る事項

に関する注記に記載してお

ります。

(2)デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する

注記に記載しております。

(3)上記以外の金銭債権及び金

銭債務

短期間で決済されるため、

時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額

を時価としております。

 

（デリバティブ取引に関する注記）

第1期計算期間末

平成29年9月20日現在

第2期中間計算期間末

平成30年3月20日現在

該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

（その他の注記）

項目

第1期計算期間

自平成28年10月3日

至平成29年9月20日

第2期中間計算期間

自平成29年9月21日

至平成30年3月20日

元本の推移   

期首元本額

期中追加設定元本額

期中一部解約元本額

1,000,000円

30,703,735円

4,984,805円

26,718,930円

43,774,459円

6,217,725円
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（参考情報）

「楽天ターゲットイヤー」の各ファンドは、「楽天グローバル株式マザーファンド」受益証券、「楽

天・世界債券（為替ヘッジ付）マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、中間貸借対照表

の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同ファンドの受益証券です。

 

「楽天グローバル株式マザーファンド」および「楽天・世界債券（為替ヘッジ付）マザーファンド」

の状況は、次の通りです。

なお、以下に記載した情報は、監査の対象外です。

 

楽天グローバル株式マザーファンド

 

（１）貸借対照表

区分
平成29年9月20日現在 平成30年3月20日現在

金額（円） 金額（円）

資産の部   

流動資産   

預金 203 273

コール・ローン 9,624,645 17,184,455

投資信託受益証券 252,810,248 454,963,262

流動資産合計 262,435,096 472,147,990

資産合計 262,435,096 472,147,990

負債の部   

流動負債   

未払金 9,030,000 15,300,000

未払解約金 － 237,000

流動負債合計 9,030,000 15,537,000

負債合計 9,030,000 15,537,000

純資産の部   

元本等   

元本 195,361,304 346,947,798

剰余金   

期末剰余金又は期末欠損金（△） 58,043,792 109,663,192

元本等合計 253,405,096 456,610,990

純資産合計 253,405,096 456,610,990

負債純資産合計 262,435,096 472,147,990
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（２）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.有価証券の評価基準及

び評価方法

 

 

 投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価しております。

時価評価にあたっては、投資信託受益証券の市場価格又は基準価額に基

づいて評価しております。

 

2.外貨建資産・負債の本

邦通貨への換算基準

 

 信託財産に属する外貨建資産・負債の円換算は、原則として、わが国に

おける計算期間末日の対顧客直物電信売買相場の仲値によって計算して

おります。

 

3.収益及び費用の計上基

準

 

 受取配当金

投資信託受益証券の収益分配金を、原則として収益分配金落ちの売買が

行われる日において、当該金額を計上しております。

 

有価証券売買等損益及び為替差損益の計上基準

約定日基準で計上しております。

 

4.その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

1.外貨建取引等の処理基準

外貨建取引については、「投資信託財産の計算に関する規則」(平成12

年総理府令第133号)第60条に基づき、取引発生時の外国通貨の額をもっ

て記録する方法を採用しております。但し、同第61条に基づき、外国通

貨の売却時において、当該外国通貨に加えて、外貨建資産等の外貨基金

勘定および外貨建各損益勘定の前日の外貨建純資産額に対する当該売却

外国通貨の割合相当額を当該外国通貨の売却時の外国為替相場等で円換

算し、前日の外貨基金勘定に対する円換算した外貨基金勘定の割合相当

の邦貨建資産等の外国投資勘定と、円換算した外貨基金勘定を相殺した

差額を為替差損益とする計理処理を採用しております。

 

2.金融商品の時価に関する補足情報

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定に

おいては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なることもあります。

 

（貸借対照表に関する注記）

項目 平成29年9月20日現在 平成30年3月20日現在

1. 本報告書における開示対象ファンド

の中間計算期間末日における当該親

投資信託の受益権総数

195,361,304口

 

346,947,798口

 

2. 本報告書における開示対象ファンド

の中間計算期間末日における当該親

投資信託の1口当たり純資産額

（1万口当たり純資産額）

1.2971円

(12,971円)

1.3161円

(13,161円)

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項
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項目 平成29年9月20日現在 平成30年3月20日現在

1. 貸借対照表計上額と

時価との差額

貸借対照表計上額は原則として時価

で計上されているため、差額はあり

ません。

 

貸借対照表計上額は原則として時価

で計上されているため、差額はあり

ません。

 

2. 時価の算定方法 (1)有価証券

重要な会計方針に係る事項に関

する注記に記載しております。

(2)デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する注記

に記載しております。

(3)上記以外の金銭債権及び金銭債

務

短期間で決済されるため、時価

は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額を時価として

おります。

(1)有価証券

重要な会計方針に係る事項に関

する注記に記載しております。

(2)デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する注記

に記載しております。

(3)上記以外の金銭債権及び金銭債

務

短期間で決済されるため、時価

は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額を時価として

おります。

 

（デリバティブ取引に関する注記）

平成29年9月20日現在 平成30年3月20日現在

該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

（その他の注記）

項目
自　平成28年10月 3日

至　平成29年 9月20日

自　平成29年9月21日

至　平成30年3月20日

1.元本の推移

本報告書における開示対象ファンド

の期首における当該親投資信託の元

本額 960,000円 195,361,304円

同期中における追加設定元本額 239,926,428円 166,713,410円

同期中における一部解約元本額 45,525,124円 15,126,916円

    

2.同中間期末における元本の内訳   

ファンド名   

楽天グローバル株式ファンド 88,007,513円 127,976,934円

 楽天ターゲットイヤー２０３０ 41,634,812円 69,899,780円

 楽天ターゲットイヤー２０４０ 47,190,011円 105,290,912円

 楽天ターゲットイヤー２０５０ 18,528,968円 43,780,172円

計 195,361,304円 346,947,798円
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楽天・世界債券（為替ヘッジ付）マザーファンド

 

（１）貸借対照表

区分
平成29年9月20日現在 平成30年3月20日現在

金額（円） 金額（円）

資産の部   

流動資産   

コール・ローン 11,893,450 12,486,888

投資信託受益証券 645,636,859 886,963,316

流動資産合計 657,530,309 899,450,204

資産合計 657,530,309 899,450,204

負債の部   

流動負債   

未払金 9,230,000 8,700,000

未払解約金 － 873,000

流動負債合計 9,230,000 9,573,000

負債合計 9,230,000 9,573,000

純資産の部   

元本等   

元本 654,397,901 913,439,608

剰余金   

期末剰余金又は期末欠損金（△） △6,097,592 △23,562,404

元本等合計 648,300,309 889,877,204

純資産合計 648,300,309 889,877,204

負債純資産合計 657,530,309 899,450,204

 

（２）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.有価証券の評価基準及

び評価方法

 投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価しております。

時価評価にあたっては、投資信託受益証券の市場価格又は基準価額に基

づいて評価しております。

 

2.収益及び費用の計上基

準

 

 受取配当金

投資信託受益証券の収益分配金を、原則として収益分配金落ちの売買が

行われる日において、当該金額を計上しております。

 

有価証券売買等損益の計上基準

約定日基準で計上しております。

 

3.その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

金融商品の時価に関する補足情報

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定に

おいては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なることもあります。
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（貸借対照表に関する注記）

項目 平成29年9月20日現在 平成30年3月20日現在

1. 本報告書における開示対象ファンド

の中間計算期間末日における当該親

投資信託の受益権総数

　

654,397,901口

 

913,439,608口

 

2. 元本の欠損 貸借対照表上の純資産額が

元本総額を下回っており、

その差額は6,097,592円で

あります。

 

中間貸借対照表上の純資産

額が元本総額を下回ってお

り、その差額は23,562,404

円であります。

 

3. 本報告書における開示対象ファンド

の中間計算期間末日における当該親

投資信託の1口当たり純資産額

（1万口当たり純資産額）

0.9907円

(9,907円)

 

 

0.9742円

(9,742円)

 

 

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

項目 平成29年9月20日現在 平成30年3月20日現在

1. 貸借対照表計上額と

時価との差額

貸借対照表計上額は原則として時価

で計上されているため、差額はあり

ません。

 

貸借対照表計上額は原則として時価

で計上されているため、差額はあり

ません。

 

2. 時価の算定方法 (1)有価証券

重要な会計方針に係る事項に関

する注記に記載しております。

(2)デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する注記

に記載しております。

(3)上記以外の金銭債権及び金銭債

務

短期間で決済されるため、時価

は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額を時価として

おります。

(1)有価証券

重要な会計方針に係る事項に関

する注記に記載しております。

(2)デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する注記

に記載しております。

(3)上記以外の金銭債権及び金銭債

務

短期間で決済されるため、時価

は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額を時価として

おります。

 

（デリバティブ取引に関する注記）

平成29年9月20日現在 平成30年3月20日現在

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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（その他の注記）

項目
自平成28年10月3日

至平成29年9月20日

自平成29年9月21日

至平成30年3月20日

1.元本の推移

本報告書における開示対象ファンドの

期首における当該親投資信託の元本額 960,000円 654,397,901円

同期中における追加設定元本額 683,325,206円 301,722,422円

同期中における一部解約元本額 29,887,305円 42,680,715円

    

2.同中間期末における元本の内訳   

ファンド名   

楽天・世界債券（為替ヘッジ付）

ファンド 573,742,503円 745,500,026円

 楽天ターゲットイヤー２０３０ 52,491,027円 100,190,998円

 楽天ターゲットイヤー２０４０ 20,221,719円 47,851,301円

 楽天ターゲットイヤー２０５０ 7,942,652円 19,897,283円

計 654,397,901円 913,439,608円
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２【ファンドの現況】

 

＜更新後＞

【純資産額計算書】

 

「楽天ターゲットイヤー2030」 （平成30年４月27日現在）

項目 金額または口数

　Ⅰ　資産総額 211,386,546円

　Ⅱ　負債総額 268,852円

　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 211,117,694円

　Ⅳ　発行済数量 185,471,930口

　Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.1383円

 

「楽天ターゲットイヤー2040」 （平成30年４月27日現在）

項目 金額または口数

　Ⅰ　資産総額 212,374,342円

　Ⅱ　負債総額 323,323円

　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 212,051,019円

　Ⅳ　発行済数量 173,368,741口

　Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.2231円

 

「楽天ターゲットイヤー2050」 （平成30年４月27日現在）

項目 金額または口数

　Ⅰ　資産総額 87,057,783円

　Ⅱ　負債総額 192,881円

　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 86,864,902円

　Ⅳ　発行済数量 71,092,815口

　Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.2219円

 

（参考）「楽天グローバル株式マザーファンド」

（平成30年４月27日現在）

項目 金額または口数

　Ⅰ　資産総額 517,462,788円

　Ⅱ　負債総額 2,231,048円

　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 515,231,740円

　Ⅳ　発行済数量 381,050,046口

　Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.3521円

 

（参考）「楽天・世界債券（為替ヘッジ付）マザーファンド」

（平成30年４月27日現在）

項目 金額または口数

　Ⅰ　資産総額 932,809,925円

　Ⅱ　負債総額 1,765,075円
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　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 931,044,850円

　Ⅳ　発行済数量 957,456,240口

　Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9724円
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

（1）資本金の額（平成29年10月末日現在）

（後略）

 

＜訂正後＞

（1）資本金の額（平成30年4月末日現在）

（後略）

 

２【事業の内容及び営業の概況】

＜更新後＞

　「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資

信託の設定を行うとともに、「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者として、その運用（投

資運用業）を行っています。また、「金融商品取引法」に定める第二種金融商品取引業にかかる業

務の一部および投資助言・代理業務を行っています。

　平成30年4月末日現在における委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです。

種　　　類 本　　数 純資産総額

追加型株式投資信託 33本 148,556百万円

合　　　計 33本 148,556百万円
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第２【その他の関係法人の概況】
１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂正前＞

（1）受託会社

名称 資本金の額

（平成29年10月末日現在）

事業の内容

三井住友信託銀行株式会

社

(再信託受託会社：

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社）

三井住友信託銀行　

　　 342,037百万円

（日本トラスティ・

　　サービス信託銀行

　　　51,000百万円）

銀行法に基づき銀行業を営むととも

に、金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律（兼営法）に基づき信託

業務を営んでいます。

（中略）

（2）販売会社

名称 資本金の額

（平成29年10月末日現在）

事業の内容

楽天証券株式会社 7,495百万円

金融商品取引法に定める第一種

金融商品取引業を営んでいま

す。
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＜訂正後＞

（1）受託会社

名称 資本金の額

（平成30年4月末日現在）

事業の内容

三井住友信託銀行株式会

社

(再信託受託会社：

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社）

三井住友信託銀行　

　　 342,037百万円

（日本トラスティ・

　　サービス信託銀行

　　　51,000百万円）

銀行法に基づき銀行業を営むととも

に、金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律（兼営法）に基づき信託

業務を営んでいます。

（中略）

（2）販売会社

名称 資本金の額

（平成30年4月末日現在）

事業の内容

楽天証券株式会社 7,495百万円

金融商品取引法に定める第一種

金融商品取引業を営んでいま

す。
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独立監査人の監査報告書
平成２９年５月２３日

楽天投信投資顧問株式会社

　取 締 役 会 　　御　中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　伊　藤　　志　保　印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　福　村　　　　寛　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委

託会社等の経理状況」に掲げられている楽天投信投資顧問株式会社の平成２８年４月１日から平成

２９年３月３１日までの第１１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求

めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見

表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な

監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、楽天投信投資顧問株式会社の平成２９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって

終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　　上
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（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。

 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

次へ
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独立監査人の中間監査報告書

平成２９年１１月１０日

楽天投信投資顧問株式会社

　取 締 役 会 　　御　中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　伊　藤　　志　保　印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　福　村　　　　寛　印

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委

託会社等の経理状況」に掲げられている楽天投信投資顧問株式会社の平成２９年４月１日から平成

３０年３月３１日までの第１２期事業年度の中間会計期間（平成２９年４月１日から平成２９年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要

な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽

表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づ

き中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査

と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判

断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目

的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と

有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。

EDINET提出書類

楽天投信投資顧問株式会社(E15787)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

54/61



中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、楽天投信投資顧問株式会社の平成２９年９月３０日現在の財政状態及び

同日をもって終了する中間会計期間（平成２９年４月１日から平成２９年９月３０日まで）の経営

成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　　上

 

（※）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

平成 30年 5月 11日

楽天投信投資顧問株式会社

　取 締 役 会 　　御　中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　伊　藤　　志　保　印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　福　村　　　　寛　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「ファンドの経理状況」に掲げられている楽天ターゲットイヤー2030の平成29年9月21日から平成

30年3月20日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余

金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽

表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づ

き中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査

と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判

断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目

的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と

有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。
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中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、楽天ターゲットイヤー2030の平成30年3月20日現在の信託財産の状態及

び同日をもって終了する中間計算期間（平成29年9月21日から平成30年3月20日まで）の損益の状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　楽天投信投資顧問株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士

法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

 

 

次へ
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独立監査人の中間監査報告書

平成 30年 5月 11日

楽天投信投資顧問株式会社

　取 締 役 会 　　御　中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　伊　藤　　志　保　印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　福　村　　　　寛　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「ファンドの経理状況」に掲げられている楽天ターゲットイヤー2040の平成29年9月21日から平成

30年3月20日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余

金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽

表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づ

き中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査

と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判

断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目

的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と

有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。
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中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、楽天ターゲットイヤー2040の平成30年3月20日現在の信託財産の状態及

び同日をもって終了する中間計算期間（平成29年9月21日から平成30年3月20日まで）の損益の状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　楽天投信投資顧問株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士

法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

 

 

次へ
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独立監査人の中間監査報告書

平成 30年 5月 11日

楽天投信投資顧問株式会社

　取 締 役 会 　　御　中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　伊　藤　　志　保　印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　福　村　　　　寛　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「ファンドの経理状況」に掲げられている楽天ターゲットイヤー2050の平成29年9月21日から平成

30年3月20日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余

金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽

表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づ

き中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査

と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判

断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目

的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と

有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。
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中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、楽天ターゲットイヤー2050の平成30年3月20日現在の信託財産の状態及

び同日をもって終了する中間計算期間（平成29年9月21日から平成30年3月20日まで）の損益の状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　楽天投信投資顧問株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士

法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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